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平成29年９月橋本市議会定例会会議録（第２号） 

平成29年９月11日（月） 

 

○議長（岡 弘悟君）順番４、11番 田中君。 

〔11番（田中博晃君）登壇〕 

○11番（田中博晃君）それでは、通告に従い

一般質問を行います。 

 今回の一般質問は１項目だけです。債権絡

みなので、またかと思われる方もいらっしゃ

るかもしれませんが、思ったより進んでいな

いのが現状であり、また、新たな問題も出て

きておりますので、そのあたりもしっかり追

及したいと思います。 

 財源確保と財政健全化について。 

 本市の財政健全化については、債権回収を

はじめ過去の一般質問で何度も行っている。

今回は財政について、今後想定できる問題点

や市民サービス向上等のため財源確保の一助

となればと考え、以下の質問を行う。 

 ①使っていない水を現金にかえることで、

市の財源確保になる点。また、それを財源と

した市民サービスの向上の観点から、平成27

年６月定例会で提案した工業用水についての

進捗状況と今後の企業誘致との連携について

問う。 

 ②市施設内の民有地について、いつまでも

使用料を支払うのではなく、買い上げや換地

を積極的に行う方法も、その場所によってあ

ると考えるが、本市の考えは。 

 ③市道等の一部に市の土地として登記され

ていない民有地が多数ある。道路に関しては

登記用予算も計上しているが、その数から考

えると、金額的にも人的にも時間が相当かか

る。今後想定できる相続等の問題で、道路法

的にはクリアできたとしても、その作業等に

より職員が手を煩わせ、その結果、通常業務

への支障を来すことも十分に考えられる。そ

こで、本市の任期つき職員である弁護士と連 

 

携し、土地所有者と書面で契約を交わすのも

一つと考えるが、当局の見解は。 

 ④債権回収については過去に何度も行って

いる。整理業務自体は進んでいるが、実際の

回収となると各課との連携がうまくいってい

ない点がある。将来、債権回収対策室が廃止

されてからのことも視野に入れ、（１）債権回

収対策室設置後の調停数及び調定額について、

（２）税と強制徴収公債権の一元化について、

（３）私債権の一元化について、（４）遅延損

害金の進捗について、を具体的に問う。 

 以上、明確な答弁をよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君の質問、

財源確保と財政健全化に対する答弁を求めま

す。 

 上下水道部長。 

〔上下水道部長（山口孝次君）登壇〕 

○上下水道部長（山口孝次君）財源確保と財

政健全化について、お答えします。 

 まず、一点目の、平成27年６月定例会にお

ける工業用水についての進捗状況と今後の企

業誘致の連携についてですが、当時の定例会

で答弁しましたとおり、上水を工業用水とし

て利用することは品質の面からは可能であり

ます。その場合は新たに工業用水事業を立ち

上げなければならず、経済産業省の許可を得

る必要があります。 

 また、同じ管路を上水道事業と工業用水事

業の共同施設とするのは供給水質が全く異な

るため、浄水施設までの区間は共同施設とす

る場合もありますが、本市の場合、工業用水

道のために別途施設を建設する必要があるた

め、財政面も考え合わせて、市として新たに

工業用水道の事業申請をすることは考えてい



－37－ 

ません。 

 次に、上水道事業として上水を工業用の水

として供給することは可能であり、工業用水

道事業を持たない場合はそうしている事業体

があります。 

 本市水道事業の場合、受益者負担の公平性

の観点並びに収益確保の面から料金設定が課

題となります。これは料金体系全般にもかか

わる問題でもあり、今後、引き続き研究して

いきたいと考えています。 

 また、平成27年６月の答弁でお答えしたよ

うに、企業が進出をしやすくするための特定

の使用者に対する優遇措置は、料金収入の減

少が続いている財政状況並びに受益者負担の

公平性の観点などから水道独自に取り組むこ

とには限界があるため、今後ともその制度の

構築などについて、企業誘致担当部署とも連

携をとりながら検討してまいりたいと考えて

います。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

〔総務部長（吉本孝久君）登壇〕 

○総務部長（吉本孝久君）二点目の、市施設

内の民有地の買い上げや換地についてですが、

平成29年度一般会計当初予算における土地借

上料の主なものは、学校や保育園などを除い

た公共建築物関連では996万円、道路・公園・

駐輪場関連で424万5,000円、学校・保育園等

の関連で398万9,000円を計上しています。

個々の借上料については施設の性質や借り上

げの経緯もさまざまであることから、積算根

拠も統一されていないのが現状です。 

 次に、公共施設全体を見れば、昨年度末に

策定した橋本市公共施設等総合管理計画にお

いて、人口減少、税収減少に合わせた施設総

量の最適化を行うものとしており、今後30年

間で公共建築物の総量を30％削減することを

目標にしています。 

 おただしの土地の買い上げに関しては、公

共施設等総合管理計画で保持する方針の施設

が借地をしている場合は、土地購入のみでは

市債を発行できない財源上の課題もあります

が、保持する期間の借地料と購入に係る総経

費とを比較した上で、購入を検討する必要が

あると考えます。 

 また、換地については、換地することで市

と貸し主の双方にとって土地活用がしやすく

なり、コスト面でも効果があれば、換地の検

討をしていきたいと考えます。 

 次に、四点目の、債権回収の今後の方針等

についてお答えします。 

 まず、債権回収対策室設置後の調停数及び

調定額についてお答えします。 

 債権回収対策室への債権移管件数は９件で、

債権額約900万円です。なお、所管課から債権

回収対策室への移管予告通知により納付や分

納誓約書の提出があった債権額は約2,100万

円です。 

 次に、税と強制徴収公債権の一元化につい

てお答えします。 

 平成19年３月27日付、総務省自治税務局企

画課長より、地方税と地方税の滞納処分の例

によると規定される強制徴収公債権を一元的

に徴収するため、滞納者の財産情報を利用す

ることは差し支えないとの通知を根拠として、

一部の自治体では税と強制徴収公債権の一元

化を実施しています。 

 一元化することは回収事務の効率化などの

利点があると考えますが、一元化する業務の

範囲はどの部分からとするのか、例えば、滞

納となれば全て一元化するのか、滞納処分の

みを一元化部署で実施するのか等の決定、ま

た、それに伴う業務量の増大による人員や機

構等の問題もあり、どのような形態が本市に

ふさわしいのか等をできるだけ早期に決定し

ていく必要があると考えています。 

 次に、私債権の一元化について、お答えし
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ます。債権回収対策室においては、移管され

た債権の一部について重複滞納者がいないか、

関係各課に照会し、対応しているところです。

市債権を一元化することにより、事務の効率

化、窓口の一本化、強制執行の一括化等のメ

リットがある反面、一元化する業務の範囲に

よってはシステムの導入にかかる費用が多額

になる可能性がある等のデメリットも考えら

れます。 

 また、私債権に係る情報の共有について、

他の自治体の調査を行った結果、個人情報の

共有に関する同意書を取得することなどによ

り対応しているケースもあるため、分納誓約

時など必要に応じて同意書を取得するよう債

権回収対策本部会議において依頼したところ

です。 

 私債権の一元化を実現するために、さきに

述べたメリット、デメリットに加え、本市の

機構や人員の問題も含め、今後も債権回収対

策本部会議において協議を進めていく必要が

あります。 

 最後に、遅延損害金の進捗についてお答え

します。 

 遅延損害金について、民法では請求できる

と規定されていますが、他の自治体への調査

を実施したところ、徴収しているところと徴

収していないところ、また、法的措置時に請

求しているところなど、さまざまな状況にあ

ります。債権回収対策室において、移管を受

けた債権の法的措置時には請求しています。 

 納期限までに納付している方との公平性を

考えれば、徴収することが最善であると考え

ていますが、遅延損害金についての調査を行

ったある自治体においては、徴収基準日を設

けるなどにより対応したという事例もあり、

本市としましては、他の事例も調査しつつ、

さらに個別の債権の実態等を考慮し、債権回

収対策本部会議において協議を行ってまいり

ます。 

○議長（岡 弘悟君）建設部長。 

〔建設部長（塙阪 隆君）登壇〕 

○建設部長（塙阪 隆君）三点目の、市道等

の一部にある市の土地として登記されていな

い民有地についてお答えします。 

 本市の認定市道区域内には個人の方の所有

権が登記上残っている土地があります。こう

した、いわゆる未登記道路については、適正

な財産管理のためにその取り組みの必要性を

強く認識しており、本年度から一部の道路で

所有権移転登記等の処理に着手したところで

す。 

 しかし、今後、多大な費用と時間、それに

応じた体制等も必要となることから、解消の

めどは立っていないのが実情です。 

 また、今後、一層高齢化が進み、相続等に

よる権利関係が複雑化すると考えられるため、

議員おただしのとおり、法的観点からの対応

策についても、弁護士等と相談をしながら調

査、検討を行う必要があると考えています。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君、再質問

ありますか。 

○11番（田中博晃君）議長、11番。 

○議長（岡 弘悟君） この際、11番 田中

君の再質問を保留して、午後１時まで休憩い

たします。 

（午前11時47分 休憩） 

                     

（午後１時00分 再開） 

○議長（岡 弘悟君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 11番 田中君、再質問を願います。 

○11番（田中博晃君）昼をまたいだら、忘れ

てまうというか、やりにくくてかなわんので

すけども、まず、水道のことということで、

これは以前から質問させていただいて、水そ
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のものは市民の財産、資産なので、いかに現

金にかえられるかという部分なんです。 

 まず、確認なんですけれども、今、橋本市

は１ｔの水利権を持っているということで、

１ｔ持っとんやけども、実は給水能力とはち

ょっと違うんやという話もちらっと聞きまし

たので、そのあたりについて教えてください。 

○議長（岡 弘悟君）上下水道部長。 

○上下水道部長（山口孝次君）議員のおただ

しにお答えいたします。 

 本市では毎秒１ｔの取水権がありますが、

この取水権を使用すれば、大滝ダム維持負担

金が多額となることから、和歌山県の取水権

を使用させていただき、維持管理負担金の軽

減を図っているところであります。 

 本市の現在の取水能力ですけども、取水ポ

ンプをフル稼働の場合、最大毎秒0.34ｔで１

日約３万ｔの取水能力があります。現在の旧

橋本市内のここ数年の最大取水量は１日約２

万1,000ｔであり、旧高野口町での最大取水量

は１日約6,500ｔでありますことから、市内一

円を賄える取水能力を確保しています。この

場合の取水ポンプの稼働状況は、24時間で４

台のポンプを交互運転し、稼働率は65％とい

うことになってございます。 

 以上です。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）ありがとうございます。 

 フル稼働はまだしていないと。現状では

65％。ということは、今の能力でも水はある

ということですね。 

 先ほど答弁でもいただいたんですけれども、

一般論として上水から工業用水という部分で、

これは確認なんですけれども、可能かどうか

ということをもう一回改めて確認したいのと、

ちょっと関連するので二つになって申しわけ

ないんですけれども、今後、給水人口がどん

どん減っていく中で、将来、もしかしたらじ

ゃない、もう近い将来、水の値上げというの

は避けては通れない道なのかもしれないとい

う部分があります。 

 そこで、今ある水の権利を、上水を工業用

水に置きかえた場合、答弁でもこれは権利的

に可能やということだったので、そこで、そ

ういうことを、公営企業なので利益追求せな

あかん部分もどうしてもありますので、そこ

で、水道部局として売上げが欲しいよねとい

うところを端的にお答えいただきたいです。 

○議長（岡 弘悟君）上下水道部長。 

○上下水道部長（山口孝次君）議員のおただ

しにお答えいたします。 

 工業用水道に上水道の水を利用することは、

これは可能でございます。水道としましても、

収益確保には取り組む必要があるというふう

に考えてございますので、そのための方策に

ついては今後とも関係部署と連携して調査研

究をしていきたいという考えでございます。 

 以上です。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）可能なんですよね。以

前から質問したとき、いや、難しいねんとか、

ちょっと無理ちゃうかみたいな答えも結構、

過去はありました。でも、私も調べていく中

で可能ということもわかっています。 

 そこそこいろんなハードルはあります。工

業用水の会計つくらなあかんとか、あと権利

の問題で、国土交通省からは、ダムの使用権

を目的変更して工業用水として使うことは可

能という国土交通省の見解もありますので、

ハードル自体はそんなに高くないのかなとい

う気はしております。 

 次に、企業誘致関連でお伺いしたいんです

けれども、今、北部用地、これから山を開く

ところですけれども、営業していくにつけて、

土地の値段が安いとか交通の便がようなって

る、人もおる、そのプラス、次のカード、武
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器として、水というのはすごい有効なのかな

と。以前聞いたときは、水が欲しい業者も来

とったんやけども、一つは水道の金額面で折

り合えへんというところもあったというふう

に聞いていますけれども、企業誘致として営

業をかけていく上で、そのあたりどのように

お考えですか。 

○議長（岡 弘悟君）経済推進部長。 

○経済推進部長（笠原英治君）工業用水の供

給は企業誘致の際に非常に有利な条件になっ

てこようかと思っております。今、上下水道

部長からお話がありましたように、可能であ

れば公営企業の健全な収支バランスの中で、

できるだけ安価に供給いただければ、あやの

台北部の新たな企業誘致に向けて、新しい分

野の誘致も大きく幅が広がっていくと考えら

れます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）水道部局は売上げが欲

しい、企業誘致はあったら武器になる。さあ、

どうしようかというところなんです。 

 今からあやの台北部用地は開発が入ります。

そこで、ここから先はもう市の判断、政策に

なってくるかと思うんですけれども、大口利

用の場合とかという条件は、そういうのはち

ょっとおいておいたとして、上水から工業用

水へは可能だということから、市として、こ

れは例えばの話なんですけれども、北部用地

に網かけして、ここへ来た企業については水

を安く供給することも可能ですよと、そうい

うのをやっていったら、この今使っていない

水が現金にかわって、それが市民サービスに

転換していけるのではないかというような気

はしています。 

 奨励金はまた別の話になるので、まずこの

水道の部分で、市として今後どのように考え

ていくのか、副市長、答弁をお願いいたしま

す。 

○議長（岡 弘悟君）副市長。 

○副市長（森川嘉久君）私、ちょっと水道の

部分については権限がございませんので、あ

まりご答弁は差し控えたいと思うんですけど

も、先ほどちょっと、上水から工業用水へと

いうところで、可能であるということで現在

議論は進んでおりますが、可能であるのは、

あくまでも先ほど１回目のご答弁でさせてい

ただいた点がクリアできれば可能であるとい

うことであったかと思いますので、それは研

究するということになっていますので、ハー

ドルはそんなに高くないのかなというふうに

は思っております。 

 議員ご指摘のとおり、それが可能であるの

なら、それから、水を必要とする企業がほか

の条件で来てくれるのであるならという条件

がそろえば、これはそういうことで成立して

くることになりますので、企業誘致としても

一つのメリットをつけられるというふうには

考えます。 

 ただし、前にもそうだったかと思うんです

けども、水を多量に使用していただく企業と

いうのは、比較的、循環のところは別にして

も、下水のほうも多量に使っていただくとい

うことで、下水道のほうも使っていただけれ

ば処理能力はいっぱいありますので、それは

それでいいんですけども、下水の使用料につ

いても、橋本市は現水準ではそんなに安くな

いと思っております。今後も下げられる要素

というのはかなり限られてくると思いますの

で、その中で、上水、下水ともにその使用料

水準が企業ベースで採算に乗るかどうかとい

うところで、企業にとってはメリットがある

かどうかということを判断されるのではない

かというふうには考えます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）これはやっぱり政策で

やっていかんと、網かけするかせえへんかと
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いう問題もあるんですけれども、やれば可能

性がある。これは企業誘致、山を開く前にや

っておかんことには、営業もどんどん進めて

いく、また、工事の管の問題もあるので、今

の段階である程度調べていかなあかんと思う

んです。これはやっぱり市としてどこまでや

っていけるか。もちろん、逆に言うたら、下

水が増えたほうがうれしいんちゃいますのと

いうのも私としては思っております。 

 そこで、もう一度そのあたり、簡潔に答弁

いただけないですか。これは絶対、市として

調査すべきだと思うんですけど、いかがです

か。 

○議長（岡 弘悟君）副市長。 

○副市長（森川嘉久君）先ほども、上水のほ

うも一応可能性について検討するというお話

をさせていただきましたので、下水のほうも

含めまして、企業誘致担当部署といたしまし

て、それで企業に来ていただける水準になる

のかどうか、マーケティングのことも含めま

して、一度検討をさせていただけたらという

ふうに思います。 

 それから、先ほどちょっと答弁がもれてお

ったんですけれども、地域限定のところも、

他の既存の企業との公平の点もございますの

で、そこも含めてちょっと検討をさせていた

だきたいというふうに思います。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）公平性を言い出したら、

前の企業誘致でやって奨励金とかどうやねん

とかいう話になってくるので、北部用地は北

部用地として考えていかなあかんと私は思い

ます。 

 多分これはこれ以上言うても答弁は同じや

と思うので、ここについてはやめておきます

けども、やはりこれ、水道、企業誘致、市の

政策というところで、みんなできっちりと話

をやって、いけるものなら、やっていけるよ

うに、ぜひ調査を進めてください。 

 続いて、市の施設内の民地の件なんですけ

れども、今、一番これから動くところが学文

路中学校の跡地になってきます。あそこに民

地があります。それを、何というんでしょう、

道側に土地を交換できたら、今は地代を払っ

ていっているのがなくなって、かつ固定資産

税が入ってくると。これは住民との話もあり

ますので、今ここでやりますとかは言いにく

いと思うんですけれども、そのあたりきっち

りと、土地所有者と話を詰めていっていただ

きたいんですけれども、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）教育部長。 

○教育部長（曽和信介君）ただ今のご質問に

お答えいたします。 

 学文路中学校跡地のグラウンドの中には２

人の個人所有地があります。１筆が595㎡、も

う一筆が773㎡で、グラウンドのほぼ中心付近

にございます。現在この地域は地籍調査が行

われており、調査確定に向けて作業中であり

ますが、学文路中学校周辺地権者、里道・水

路等公共用地の境界確認、また、個人所有地

の確認などの作業は終えております。 

 学文路中学校グラウンドについては、全体

の面積としては8,000㎡あり、そのうちこの個

人所有地については約1,400㎡で、約２割を占

めてございます。このグラウンドは建設予定

であるこども園の駐車場、学文路地区公民館

駐車場や公民館主催の事業での活用を現在考

えておりまして、当面はこのまま借用させて

いただきたいと考えております。 

 この計画を進めるにあたりまして、２人の

地権者の方に会わせていただきまして、これ

までの学文路中学校の敷地として使わせてい

ただいたお礼と、今後、進めております計画

の概要を説明させていただき、引き続き使っ

ていただくことについてはご了承をいただい

ているところでございます。 
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 交換等につきましては、所有者の希望にも

よりますが、今、議員おっしゃったように、

北側の市道が最も利用価値があるということ

で、その場所になろうかと思います。しかし

ながら、今現在、構造物もありますというこ

ともありまして、個人用地としてはすぐに交

換するのは難しいと考えております。 

 しかし、今後のグラウンド利用の状況や、

議員言われたように経済性、固定資産税等の

収入等も含めて検討してまいりたいと考えて

おります。 

 以上です。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）話を進めていってくだ

さいということなので、あまり周りの長いの

は要らないんですけれども、やっぱりやって

いかんと、できてしもうたらこの先30年とか

って、また借り続けますやん。その間にもお

金って発生していくし、今は学文路中学校の

跡地がちょうどあの状態なのでチャンスかな

というだけで、ほかにもあるかと思いますの

で、そのあたりもきっちりと土地所有者と話

をして、交換できるところは交換できる、金

額によっては、これはとてもかえやんわとい

うところもあるんですけれども、そのあたり

をきっちりと進めていってください。 

 次に行きます。市道等の部分なんですけれ

ども、答弁のほうで、やっていくよというこ

とで、私も以前から総務部長や担当課長補佐

と話をやって、市道の中にある民地、それも、

例えば拡幅した部分が市道に認定されていな

いところもあります。そんなところって将来、

例えば相続の場合、例えば売却というか、い

ろんな条件で他人の手に渡った場合、道路法

の網にかかれへんかったら個人の持ち物とし

てなってしまうので、ここは法的根拠のある

同意書を、せっかくうちは弁護士さんに任期

つき職員で来ていただいているので、きっち

りと話をして、そういう書類をまとめて同意

書をとって、法的根拠のある同意書。もう売

買はこれは難しいとわかっていますので、少

なくとも相続だけについては法的根拠のある

同意書をとっていくようにやっていただきた

いんですけども、建設部局、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）建設部長。 

○建設部長（塙阪 隆君）寄附等をいただい

たところについては、一応同意書はいただい

てあるんですけども、詳細についてはその中

のところに含まれておりません。面積であり

ますとか、図面であるとか、そういったこと

が含まれていないということもございますの

で、今後については、相続等、今後、高齢化

の中のところではいろいろ問題が起こってく

ると思いますので、ぜひ弁護士等とその辺の

有効なものについて相談なり検討していきた

いというふうに思っております。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ます。 

 次に、公債権関係に入ります。 

 答弁いただいて、移管件数が少ないんです

けれども、これらについてはいろいろ過去か

らの書類が整っていないとかというのがあっ

たかと思います。ここで言うときたいのは、

もし移管になった後、移管になっても、そこ

から準備して仮に訴訟とかになった場合、一

応、債権回収対策室は３年をめどにというこ

とだったので、今からやってももう期間はあ

まりないんです。 

 ですから、そのあたりはやっぱり、お金を

扱う各部長さん方につきましては、きっちり

担当者と話をやって、早目早目でやっていか

んと、ほんまに時間がなくなってしまいます

ので。総務部長からもきっちりと、むしろも

う副市長からはよせいというのをがんと落と

してもらわんと、あまりにも移管件数が少な



－43－ 

い。これだけやったら、今の状態やったら、

残りは全部原課で回収できるんやんねと言い

たくなってしまいますので、そのあたりはき

っちりと進めてください。 

 一つ問題を見つけました。移管基準ってあ

るんですけれども、これ移管基準を見せても

らったら、学校給食費等の債務者で既に子が

学校等を卒園、卒業している事案は移管でき

ると書いてあるんですよ。給食費って時効２

年。卒業したら時効になってるやんという。

これはちょっと移管基準としてはふさわしく

ないと思いますので、もう早急に移管基準の

見直しを行っていただきたいんですけれども、

いかがでしょうか。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）議員おただしの移

管基準でございますけども、卒園とか卒業に

係る例として、移管基準には書いてございま

す。現在、在学中の案件についても、移管基

準には移管できないというふうに書いており

ますけども、現実は受け入れしている事案も

ございます。そのために、卒園、卒業に限る

項目を削除いたしまして、債権所管課にわか

りやすい形で見直しをしていきたいというふ

うに考えます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ますというか、ほんま早急にやってください。

これを見たら絶対勘違いして、あ、ここまで

まだ時間余裕あると思ってしまいますので、

よろしくお願いいたします。 

 ここからはもうちょっと細かくいこうかな。

税と強制徴収公債権の一元化の必要性につい

て、市は調査はいろいろやっていかんなんと

いう答弁をいただきましたけれども、ここは

私はもう絶対やっていかなあかんと思うとる

んです。このあたりも簡潔に答弁いただけま

すでしょうか。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）事務の効率化から

いえば、当然、一元化は必要であるというふ

うに考えております。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）必要なんですよ、ほん

まに。できるし。これをやっていくだけで、

実際の債権そのものの回収もできるし、やは

り現年度の徴収もやっぱり原課も動きやすく

なる。ただ、橋本市の一番問題は、担当課が

わかりにくい。さっき答弁でもいただいたん

ですけれども、どこからどこまで一元化する

んよという問題もあるので、ただ、債権回収

対策室の期限も迫っている中で、ここは早急

にやっていってください。これはもう回収室

があるうちに方向性を示さなあかんと思って

いますので、よろしくお願いいたします。 

 もう一個問題がここで出てくるのが、必要

性はあるとわかっている中で、延滞金につい

て、例えば保育料、上下水道の滞納について

は現在、延滞金を取っていません。これは条

例で取るようになっていますよね。平成18年

３月１日付で出た条例、橋本市税外諸収入金

の督促、滞納処分等に関する条例で取るとな

っているのに取っていないんですよ。 

 これについては、もちろんシステムの問題、

人の手の問題等があると思うんですけれども、

これ副市長、どうですか。もう市としてちゃ

んと取っていかんとあかんやつやし、そもそ

も条例違反やと思うんです。そのあたり、ど

のようにお考えですか。 

○議長（岡 弘悟君）副市長。 

○副市長（森川嘉久君）その条例違反のとこ

ろにつきましては、もちろん免除もできるわ

けでございますので、全くのということでは

ないかというふうに思っておりますが、確か

に今までについては、ちょっとそのあたりで

不備があったようには思っております。 
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 今後につきましてはそういう意味で、その

あたり、機構の問題といいますか体制整備の

問題もございますので、延滞金の整理という

のはなかなか難しいところがございますけど

も、体制整備も含めまして現在も検討中でご

ざいますので、議員おっしゃられる方向で検

討してまいりたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）すんません、私、免除

規定をよう探しませんでした。本来、条例が

あって、こういう場合は減免ですよというの

があるべきものです。ましてや延滞金につい

ては、橋本市の中で取っている部署もあるん

ですよ。これ整合性がとれませんやん。そこ

を言うとんです。 

 課、課では来年から取れるように準備して

いってるというところも聞いていますけれど

も、これもやっぱりきっちり統一せなあきま

せんし、取っているところ取っていないとこ

ろがあること自体が問題。減免規定がないと

思います、私は。本来は長が認めた場合とか

あるんやけども、全く取ってないって、全員、

長が認めたんかいとなってしまうので、ここ

についてはきっちりとやってください。でな

いと、ちゃんと払っている人との区別化がで

きません。よろしくお願いいたします。 

 結局、こういう話をしていく中で必ず出て

くるのが、システムの問題と人手の問題です。

必要なのは人手。人手があれば一気に進める

ことも可能。もちろん、システムの問題でで

きへんところもあるのはわかるんですけれど

も、調査すらできていないところが大多数で

あると考えます。 

 橋本市は再任用職員が来ています。今年は

どうかわかりませんけど、過去は希望を聞い

てその課に張りつけるということをやってき

たかと思います。でも、市としても条件提示

できると思うんです。本年度はこういうとこ

ろに人が欲しい、こういうところやけど来て

くれるかいというのを考えて、それは市側に

あることなんですけれども、そのあたりもき

っちりと、債権回収するのか、原課に入って

もらって、もちろん、通常業務がまず優先で

すけれども、やはりそっちの債権のほうもお

ろそかになっているところを考えた場合、そ

のようなところも考慮して再任用の方に来て

いただくのかどうか、副市長、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）副市長。 

○副市長（森川嘉久君）ご質問の中で議員も

おっしゃられたとおり、人手の確保、必要性、

それから再任用も含めまして、そうしたら、

どれだけ採用してということになってこよう

かと思いますので、それについては毎年当然

のことながら突き合わせをいたした結果、４

月時点で採用、配置していくという形をとっ

ておりますので、この債権回収にかかわる部

分は、その中で何か問題点が出てくると必要

であるというふうな話が、人手が足りないと

いうふうな話が出てくるんですけども、そう

したら、その解決策としてその要求が担当課

からあったかという点になるわけでございま

すけども、あまり強い要求はなかったのかと

いうふうに思っております。 

 それはなぜかと申しますと、先ほどからご

指摘の点もありまして、体制ということで私

は一言で申し上げたんですけども、職務の分

担あるいは人員もそれについてくるわけなん

ですけども、先ほどからご指摘いただいてい

る機構の問題もございますし、そのあたりが

十分整理し切れていないというのが一番の問

題であると思いますので、それについて、今

後はきちっとした形で、全般的な体制という

意味で整備をしていきたいというふうに考え

ます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）これほんまに、一応３
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年の期限つきということで私らも聞いていま

すので、その中でいかに方向性を示していく

のか。一番怖いのが、債権回収対策室がなく

なった後、もとへ戻ってしまえへんかなとい

うのを一番心配しています。 

 せっかく任期つき職員、弁護士も入っても

らってやっていく中で、もっともっと、対策

室には申しわけないけども、あそこが仕事を

するのが本来の形やし、そこが仕事をできる

ように原課のほうでどんどん書類を上げてい

くと。それでも手が足りない、人手が足りな

いのであれば、これは再任用、希望を聞かん

と、うちは、橋本市はこの部分が欲しいねん

というのをやっていくべきだと思いますので、

そこはよろしくお願いいたします。 

 部署によってはすごい、どんどん進んでい

って、滞納整理をやっていってくれている部

署もあるので、これ、市の組織の中でも温度

差がかなりありますので、そのあたり、副市

長がもうばーんと見てほしいんです。 

 どうしても、債権関係って最終は長の責任

になるので、市長にやってよと私たちは言い

にくいところがあるんですよ。そうなったら、

副市長がもうトップダウン、サブトップダウ

ン、ようわからんけど、そういうふうにがん

と言っていかんと、これ絶対終わりません。

いつまでたっても終わらんし、また次が次々

出てくるかもしれないので、よろしくお願い

いたします。 

 続いて、私債権の同意書の件についてなん

ですけれども、答弁では同意書もというふう

な言葉をいただいていますけども、実際、同

意書ってとっているんですか。私ちょっと、

ここについてよくわからないんですけども、

数件ぐらいとられているんですか。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）同意書につきまし

ては債権回収対策室のほうで、債権に係る各

所管課とのヒアリングのときに、分納誓約時

等に個人情報の収集及び利用に関する同意書

を取得するように促しておる状況でございま

す。しかしながら、同意書はあくまでも任意

であり、取得できていない状況でございます。 

 同意書を取得することにより、他課が所有

する収入、所得、資産、勤務先等の個人情報

を入手し、多重滞納の把握、徴収できるかの

判断材料、法的措置への移行の判断等に利用

できるものというふうに考えております。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）そこまでわかっていて、

それは室がもっと担当課にどーんといかんと、

結局やってなかったら、うちは言ってるけど

周りがやってくれへんねんということは、や

ってないのと一緒やと思います。ほんまに期

限がない中でどのように進めていくのかとな

った場合は、これどんどんやっていかんと、

どんどん強く言うてもらわんと、確かに法的

根拠があるかどうかというたら、法的にはな

いのかもしれない。ただ、同意書をとること

で払おうという気にもなってもらえるかもわ

からんし、そういう動きが始まれば、今、滞

納している方もちゃんと払おうかなとか、現

年度の回収率も上がると考えますので、そこ

は強く言ってください。よろしくお願いいた

します。 

 次に、これも総務部長、わかるかわからん

かわからないんですけれども、ここまで過去

の、部長から答弁をいただいている中で、支

払い督促の部分なんですけれども、今、債権

回収対策室ができてから支払い督促をやった

というのはゼロとちゃうかなと私は思ってい

ます。支払い督促することで、債務名義をと

って強制執行権ができるんですけれども、あ

れだけ債権回収対策室のほうから強く会議で

言っていただいていると思うんですけれども、

ここ、私は支払い督促をしたのはゼロだと思



－46－ 

うんですけれども、その辺はいかがですか。

なかったら、その原因はどない考えられます

か。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）支払い督促によっ

て請求する案件が移管されていないというふ

うになっております。移管を受けた債権につ

いて、どの法的措置が適切かを判断しておる

ところでございまして、移管を受けた債権に

ついては、相手方に弁護士がついている案件

もございます。支払い督促で異議申し立てが

出される可能性が大きい案件がございました。

そういうことで、通常の訴訟提起で進めてお

ります。具体的な件数なんですけども、訴訟

という形で住宅貸付金で３件となっておりま

す。あくまでも訴訟に移ったということで、

債務名義を取得しておる案件はございません。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）支払い督促って、少額

でできますやん。これはもうわかってくれて

ると思うんです。何でせえへんのやろうと。

簡易裁判所にやるだけですよ。そのことが次

の抑止力にもつながる。 

 もちろん、私がこういうことを、支払い督

促とかをやってくれというのは、あくまで悪

徳滞納者だけです。払えるのに払わないとこ

ろだけなんです。ですから、これはやはり債

権回収対策室から強く各課に支払い督促はこ

ないすんねんというのをわかるまで説明して

いってほしいです。その辺やったら、できま

すよね。そうしないと、どんどんたまってく

ると思うんですけども、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）議員おただしのと

おり、債務名義を取得するという方法も確か

にございます。先ほど申し上げましたのは、

支払い督促をしまして、異議申し立てをすれ

ば通常訴訟に移ることも考えられるというこ

とで、訴訟というふうな形をとっております。 

 今後、少額の場合であれば少額訴訟等、ま

た、支払い督促等の手続きのほうをできるだ

け進めていきたいというふうに考えます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ます。これ少額訴訟はちょっと面倒くさいか

もわからんのやけど、支払い督促はほんまに

簡単にできますし、それをすることで恐らく、

金額も金額なので異議申し立ても出てこない

と考えられますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 一つ気になるのが、給食費の滞納が今、増

えてきているかと思います。その中で、まず

一つ目に聞きたいのが、これって教育委員会

の仕事ですよね、滞納の整理に関しては。給

食費の回収ももちろんなんですけれども。た

だ、うちの仕事ちゃうというのも漏れ聞こえ

てくるところもあるんですけれども、ここは

間違いなく教育委員会の仕事と考えてよろし

いですか。 

○議長（岡 弘悟君）教育部長。 

○教育部長（曽和信介君）今のおただしにお

答えします。 

 平成27年４月までは各学校において、教職

員の皆さま等にお手数をおかけしまして、ま

た、払えないご家庭等についてはかなり心労

もいただいた中で、平成27年４月より新シス

テムを導入いたしまして、教育委員会が徴収

に当たっております。現在、学校教育課及び

給食センターでその業務を行っております。 

 以上です。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）ここで一つ問題がある

のがシステムです。この滞納管理システムが

学校教育課にしかない。そこで滞納になった

分が、給食センターへ滞納になった分だけが

行く。前後の流れが全くつかめない。これで
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は滞納整理って難しいと私は思います。 

 そのあたりの、システムのことなのでもち

ろんお金もかかってくるんですけれども、現

状できることでやっていかんと、今、給食費

が一番、滞納が増えてきていますよね。教育

長、増えてませんか、これ。増えてますよね。

１回整理したのが、時効になった分が残って

おったやつが整理されて、少なくなりました。

そこから今、増えつつあります。これこそ支

払い督促なりをどんどんやっていける案件な

んですよ。システムの問題がある中で、今す

ぐ、給食センターは今後変わりますけれども、

今の段階でやっていかんと時効２年ですわ。

そのあたりどのようにお考えでしょうか。 

○議長（岡 弘悟君）教育部長。 

○教育部長（曽和信介君）今おただしのよう

に、現年分については今、学校教育課で行っ

ております。滞納及び過年度分の徴収につい

ては給食センターが業務を分けて、現在行っ

ております。 

 督促等につきましては、給食センターのほ

うで学校を通じて送らせていただいたり直接

送らせていただいたりして、徴収に当たって

おります。現在の徴収率につきましては、現

年につきましては99.37％ということでなっ

てございます。２億5,100万円のうちの未納分

が158万7,000円ということで、今それぞれご

事情があって納めていただけていないという

状況にあります。これにつきましては、議員

おただしのように、時効が２年という非常に

短い期間でありますので、徴収についてはし

っかりやっていきたいと考えております。 

 なお、来年、新センターを完成しまして、

平成31年４月からは徴収業務につきましては

全て学校給食センターで行ってまいりたいと

考えております。 

 以上です。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）今できることってある

と思うんですよ。実質、給食センターって職

員、あの人数でできるのかなと。ましてや滞

納になった分だけの情報だけを向こうへ送る

というのは、これは間違いです。そのあたり、

すぐ対策を練れると思うんですけれども、そ

の部分だけ簡潔にお答えください。 

○議長（岡 弘悟君）教育部長。 

○教育部長（曽和信介君）この内容につきま

しては、この４月当初からいろいろな話し合

いを給食センター、新センターになるという

ことも含めまして、学校教育課と、それから

場所によっては担当が教育総務課である教育

委員会等もございますので、調整をしてまい

っておりますので、今後もできるだけ早い段

階で、移管する31年まで待つのでなくて、徴

収業務がスムーズにいけるように調整をして

まいりたいと思います。 

 以上です。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）いや、今の状態がやり

方がおかしいと言っています。滞納だけを移

すこと自体がおかしい。だって、ほかの情報

がないですもん。この人は今月滞納したんや

なだけしかわからないので、そこをもうちょ

っと詰めて話をやっていかんと、それだけじ

ゃ滞納整理もできやんということをお伝えし

たかったので。新センターになってシステム

がどうなるかわからないですけれども、それ

までにできることはきっちりとやってくださ

い。よろしくお願いします。 

 私債権の一元化のメリット、デメリットで、

私はデメリットは限りなく少ないと思います。

システムとか人材の問題というのはあるんで

すけれども、前々から言っている調査業務な

んかにしても、例えば、調査するのに各課が

ばらばらで送ったら、その分、人の仕事の時

間も調査の費用もかかるんですよ。これ何で
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一元化もっと、今までもその方向で考えてい

こうという話で出ていたのに、何か行ったり

来たりしているなという部分があるんです。

そのあたり、どうですか。これ会議で協議を

進めていくというんですけれども、３年をめ

どということであればもう１年半しかない中

で、もうそろそろ方向性を示さんとやばいん

ちゃうんかなという気はしておるんですけど

も、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）私債権の一元化の

関係でございますけども、一元化することに

つきましては複数の債権を扱うことになりま

す。したがいまして、職員の債権に関する知

識の不足、それから債権管理に対する経験不

足、また、一元化する業務の範囲によっては

現状での体制は非常に厳しいということで、

現在の状況ではそういう、体制的にしんどい

というふうなことでございます。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）ということは、せえへ

んということ。するということ。協議をする

んやんね。でも、もう今、部長のほうでは難

しいという答えが出ているんですか。やった

ら協議要らんのちゃうん。しませんとはっき

り言うほうが筋が通ってるかと思うんですけ

ど。ちょっと今の答弁はどうかと思います。 

 一元化することで、ほんまにちゃんと払っ

ている人と、ここはきっちり区別せな、結局

そういうのを今まで、過去、これは原課の問

題というか、それこそ原課でもどんどん積み

残しがあった中で、通常業務に追われてとい

うところはわかるんですけれども、できてこ

なかったのが今になっている。で、これだけ

の滞納が生まれてきた。で、やっと債権回収

対策室ができた、進めていける状態になった。

でも、原課からは現状、移管もあまりされて

いない。 

 今後、一元化で、答弁の中でも、人員の問

題等もあるというふうには言われていますけ

れども、協議を進めていく必要があるんです

よね。でも、今のって、またさらに逆行して

いませんか。 

 だから、一元化する、せえへん。弁護士に

よったら、片やいける、片やいけれへん、意

見二つあります、これ絶対。でも、過去に訴

訟も起こってないので、どれが答えかという

のはわからない。うちの弁護士がどっちかわ

からないですけれども、やはり市としての方

向性をきっちり示さんと、これほんまに最終、

長の責任になりますから、担当課はその方向

性をきっちりと示してほしいんですけども、

今の答弁やったら、いかがなものかと思うん

ですけども。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）確かに体制の問題

があるというふうにお答えさせていただきま

したけれども、私債権の一元化につきまして

は必ずしなければならないというふうな認識

は持っております。したがいまして、債権回

収対策室は現在、嘱託も入れまして４人体制

という形でやっておるわけなんですけども、

その４人体制をもう少し、体制を強化して一

元化に向けての組織づくりというんですか、

そういうふうなことを何とかできないかとい

うふうな形で考えていきたいと思います。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）ほんまにこれはやって

いかんとあかんことやし、体制強化について

は市の内部のこともあるので、私がフォロー

するのも変かもしれへんけど、実際、人の問

題で難しいところはあるかと思いますので、

ただ、やっていってほしいという気持ちはあ

りますし、ぜひ進めていってください。 

 もちろん、職員の経験がないというのは、

これみんなやと思います。今の橋本市の段階
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では大多数の方がないので、そこは弁護士が

おるうちにきっちりと指導してもらうという

のもまた一つだと思いますので、そのあたり

もよろしくお願いいたします。 

 次に、遅延損害金についてです。これも過

去からの答弁でも、実際はもうやらんなんこ

とはわかっているけども現状難しいというよ

うなことも言われていますし、さっきもどっ

ちかというたらそんな感じやったんかなとい

うふうに思います。 

 ただ、やっている市もある。もちろん、物

によって、それが正しいかどうかは別として、

こっちは遅延損害金を取るけどこっちは取ら

ないとやっている市もありますやんか。それ

が正しいかどうか私もわかりませんけれども、

先進地というのかな、そういうことを進めて

いっている事例ってたくさんありますよね。

そこへ対する調査というのをもっともっとし

てほしいし、総務部長のところ、債権回収対

策室が確固たるものを持っていなかったら、

債権回収対策本部会議に訴えても何か中途半

端の状態になると思うんですよ。 

 これは遅延損害金をきっちり取っていかん

と、やはりさっきから言うとおり、ちゃんと

払っている人と悪徳で払えるのに払わない人、

ここはきっちりと区別すべき問題。過去もそ

こはわかってるよともう言ってくれてますけ

れども、そこをもっときっちり詰めて、もう

期限がとにかく、債権回収対策室の期限がと

りあえずめどとして３年ということを聞いて

いますので、その期限が迫っている中で、今、

準備しておかんと、次の１歩目って出ないか

と思います。そのあたり、いかがですか。 

○議長（岡 弘悟君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）遅延損害金の徴収

につきましては、議員ご指摘のとおり、きち

んと納付する人としていない人の公平性を確

保するために徴収はしていく必要性があると

思います。債権回収対策室の解散までに遅延

損害金の徴収をどのように進めるかというこ

とで、全ての私債権を対象にするのか、それ

とも一部の私債権について徴収をしていくの

か、これにつきましては担当課それぞれの意

向もあると思いますので、一度各課の遅延損

害金の徴収についての課題とかそういうふう

なものを把握するために、債権回収対策本部

会議の下の幹事会というのがございますけど

も、そちらのほうで一度調整をして、これは

徴収する、これは徴収しないとか、そういう

ふうな区分をしながら整理をしていきたいと

いうふうに思います。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）この質問、去年の12月

にやって、もうその辺まで行ってるんかなと

思っていました。これからなんですね。そこ

よということなんですよ。これ以上言うても

もう、やってないことはしゃあないし、今か

らやっていってくれるというので、もうやっ

てくださいとしか言えないんですけども、や

はり市がきっちりとした方向を出したら、必

ず現年度の徴収というのは今よりも少しずつ

上がってくるかと思います。悪徳滞納者が減

っていくことで、通常業務に移れる市の職員

の通常業務が思うようにできるというふうに

なっていきますので、市として方向性をきっ

ちりと出してください、早急に。それを要望

して、終わります。 

○議長（岡 弘悟君）11番 田中君の一般質

問は終わりました。 

  

                                           

 


